
*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 35,688,659,422 固定負債 15,428,623,308

有形固定資産 31,802,534,623 地方債等 11,957,818,346
事業用資産 7,613,678,988 長期未払金 0

土地 1,922,226,739 退職手当引当金 1,033,682,049
立木竹 125,596,946 損失補償等引当金 0
建物 17,593,050,293 その他 2,437,122,913
建物減価償却累計額 △ 12,231,080,121 流動負債 1,591,111,194
工作物 280,588,337 1年内償還予定地方債等 1,466,295,298
工作物減価償却累計額 △ 116,644,406 未払金 35,928,872
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 59,040
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 85,638,532
航空機 0 預り金 2,885,452
航空機減価償却累計額 0 その他 304,000
その他 0 17,019,734,502
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 39,941,200 固定資産等形成分 37,827,009,350

インフラ資産 24,164,338,553 余剰分（不足分） △ 16,704,615,351
土地 120,524,395
建物 232,068,769
建物減価償却累計額 △ 8,697,496
工作物 46,873,980,512
工作物減価償却累計額 △ 24,382,062,225
その他 1,542,280,366
その他減価償却累計額 △ 327,563,568
建設仮勘定 113,807,800

物品 616,346,476
物品減価償却累計額 △ 591,829,394

無形固定資産 59,950,605
ソフトウェア 59,950,605
その他 0

投資その他の資産 3,826,174,194
投資及び出資金 118,298,500

有価証券 37,330,000
出資金 80,968,500
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 112,431,705
長期貸付金 74,696,522
基金 3,527,139,913

減債基金 109,571,834
その他 3,417,568,079

その他 0
徴収不能引当金 △ 6,392,446

流動資産 2,453,449,867
現金預金 454,574,306
未収金 32,307,396
短期貸付金 0
基金 1,966,116,716

財政調整基金 1,966,116,716
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 451,449
徴収不能引当金 0

繰延資産 - 21,122,393,999
38,142,109,289 38,142,128,501

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 8,200,820,340
業務費用 3,832,844,750

人件費 1,018,835,397
職員給与費 874,195,588
賞与等引当金繰入額 85,638,532
退職手当引当金繰入額 -
その他 59,001,277

物件費等 2,671,127,555
物件費 1,250,986,750
維持補修費 12,744,406
減価償却費 1,407,396,399
その他 -

その他の業務費用 142,881,798
支払利息 120,626,858
徴収不能引当金繰入額 3,220,721
その他 19,034,219

移転費用 4,367,975,590
補助金等 3,989,343,825
社会保障給付 376,760,925
他会計への繰出金 0
その他 1,870,840

経常収益 578,117,370
使用料及び手数料 179,106,362
その他 399,011,008

純経常行政コスト △ 7,622,702,970
臨時損失 6,000

災害復旧事業費 -
資産除売却損 6,000
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 7,622,708,970

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 20,853,160,869 38,277,487,730 △ 17,424,326,861

純行政コスト（△） △ 7,622,708,970 △ 7,622,708,970

財源 7,891,942,100 7,891,942,100

税収等 5,662,978,646 5,662,978,646

国県等補助金 2,228,963,454 2,228,963,454

本年度差額 269,233,130 269,233,130

固定資産等の変動（内部変動） △ 450,478,380 450,478,380

有形固定資産等の増加 941,211,769 △ 941,211,769

有形固定資産等の減少 △ 1,431,921,919 1,431,921,919

貸付金・基金等の増加 421,576,046 △ 421,576,046

貸付金・基金等の減少 △ 381,344,276 381,344,276

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 269,233,130 △ 450,478,380 719,711,510

本年度末純資産残高 21,122,393,999 37,827,009,350 △ 16,704,615,351

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 6,868,139,182

業務費用支出 2,500,163,592
人件費支出 1,089,240,206
物件費等支出 1,263,731,156
支払利息支出 120,626,858
その他の支出 26,565,372

移転費用支出 4,367,975,590
補助金等支出 3,989,343,825
社会保障給付支出 376,760,925
他会計への繰出支出 0
その他の支出 1,870,840

業務収入 8,150,231,638
税収等収入 5,661,476,665
国県等補助金収入 2,228,963,454
使用料及び手数料収入 179,538,052
その他の収入 80,253,467

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,282,092,456
【投資活動収支】

投資活動支出 1,263,762,191
公共施設等整備費支出 916,692,249
基金積立金支出 347,069,942
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 375,251,973
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 372,868,653
貸付金元金回収収入 2,383,320
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 888,510,218
【財務活動収支】

財務活動支出 1,375,056,451
地方債償還支出 1,375,056,451
その他の支出 -

財務活動収入 797,500,000
地方債発行収入 797,500,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 577,556,451
△ 183,974,213

636,163,067
452,188,854

前年度末歳計外現金残高 2,655,779
本年度歳計外現金増減額 △ 270,327
本年度末歳計外現金残高 2,385,452
本年度末現金預金残高 454,574,306

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


